2010年度自治体労働者の賃金・労働条件等の改善

に関する統一要求書

１．今年度の給与改定について

（１）基本賃金については、生活を維持・防衛できる現行の賃金水準の維持・改善をはかること。少なくとも、2010年人事院勧告を最低限とすること。

（２）期末・勤勉手当については、地方公務員の生活を維持・改善できる水準とすることとし、期末手当に一本化すること。また、成績率の拡大・強化はしないこと。

（３）50歳台後半層職員の給与1.5％定率削減は国家公務員への措置であり、職務給の原則等に反することや地方公務員の実態が異なることから導入しないこと。

（４）例月給与のマイナス勧告に伴う年間給与の調整については、不利益不遡及の原則に反することから行わないこと。

２．基本賃金・諸手当について
（１）給料表は、７級制以上とし、医療職（二）、（三）など他の給料表使用の場合もこれと同一水準で取り扱うこと。

（２）号俸は、職員の在級実態に応じ、必要分を増設すること。

（３）初任給については、国公２号上位（高卒行（一）１－13）を最低とし、昇給期間短縮などを最大限実施すること。

（４）中途採用者の初任給については、経験年数換算10割を基本に最低でも８割とし、調整率を全期間２分の２（12月４号）計算とすることとし、職員を対象にした在職者調整を行うこと。

（５）昇格・昇給制度をつぎのとおり改善すること。

①　級別の格付け基準など昇格・昇給基準を短縮・改善することとし、最低非役付５級到達を実現すること（具体的には、１級在級８年、２級在級３年、３級在級４年、４級在級３年）また、医療（二）（三）表など他の賃金表使用の場合もこれと同一水準を確保すること。

②　昇格にあたっては、選別を排除し、自動昇任・昇格制とすること。

③　４号俸を超える昇給は、８号俸５％、６号俸20％に相当する原資を確保し、従前の特別昇給による運用を実施すること。実施にあたっては、差別取り扱いを排除し、全職員を対象に公平・平等に取り扱うこと。また、給与の不均衡是正実施の原資として確保すること。

（６）給与制度見直しにともなう昇給号俸の抑制については、人事院勧告に基づき2011年４月に１号俸の復元に止まらず、抑制した全号俸を復元すること。

（７）財政危機を理由とした独自の給与削減はおこなわないこと。

（８）寒冷地手当については現行の支給地区分を維持すること。また、交通用具使用者の通勤手当等、諸手当の改善をはかること。

（９）自宅所有者の住居手当については、地方公務員の勤務の実態を踏まえ廃止せず、現行水準を維持すること。
（10）現業賃金の改善をはかること。

①　現業差別賃金表を廃止し、非現業と同一取り扱いとすること。また、行政（二）表は導入しないこと。

②　初任給格付け及び昇給・昇格差別を廃止し、すべて、非現業と同一取り扱いとすること。

（11）年齢別最低保障賃金制度を確立すること。最低保障水準を標準入職者の９割以上を最低とすること。

（12）退職時優遇措置としての勧奨制度の活用と退職時特別昇給の実施・改善をはかること。

（13）時間外・休日勤務手当については、割増率の引き上げを行うこと。また、時間外勤務手当月60時間超の法定休日の取扱いについては、国と同様に算定時間に含めること。

（14）臨時・嘱託・非常勤・準職員等の正規職員化をはかるとともに、当面して、国が発出した非常勤職員の指針（ガイドライン）を参考に、賃金・労働条件を正規職員に準じて大幅に改善すること。とくに、以下の点については早急に改善すること。

①　2010人事院勧告で示された非常勤職員への育児休業・介護休業等の休暇の新設について、国に遅れることなく実施すること。

②　報酬体系を抜本的に見直し、勤続に伴う昇給や業務関連諸手当を検討し支給すること。

③　通勤費未支給を一掃するとともに、一時金や生活関連諸手当を支給すること。

④　労働保険・社会保険に有資格者全員を加入させること。

⑤　学校給食の３期雇用を１年雇用とすること。

⑥　「非常勤職員」は、「常時勤務を要せず他に生計の途がある人を想定した職」〔学校医や各種審議会の委員など〕に限定すること。

（15）公共サービス民間労働者の労働条件改善を進めること。

３．新たな人事評価制度について
（１）新たな人事評価制度は、国の試行実施状況を見極め、拙速に導入しないこととし、導入にあたっては労使協議と合意を前提とすること。

（２）新たな人事評価制度は賃金諸制度と直結しないこと。

４．労働時間･休暇制度について
（１）所定勤務時間について、国と同様に１日７時間45分、１週38時間45分に短縮すること。同時に、勤務時間をはじめ給与等関係する条例・規則等の改正を行うこと。また、休憩時間については、育児・介護の責任を有する職員の実態等を総合的に考慮し検討するとともに、変更にあたっては、労使合意を前提とすること。さらに、変則・交替制勤務職場においても同様に勤務時間を短縮すること。

（２）民間の育児・介護休業法改正、国家公務員の制度改正を踏まえ、以下のとおり、改善すること。

①　３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設すること。

②　子の看護休暇の期間について、２人以上の場合は10日以内の範囲内の期間とするよう改正すること。また、休暇の取得要件に疾病の予防をはかるために必要な子の世話を加えること。

③　配偶者の出産後８週間以内に育児休業を取得した男性職員に対して、再度、育児休業を取得可能とすること。育児休業等計画書を任命権者に提出し、再度の育児休業の前に３月以上勤務する場合は、配偶者の取得状況にかかわらず、再度の取得を可能とすること。

④　育児休業取得の際の専業主婦（夫）除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限及び免除についても、同様とすること。

⑤　介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。

（３）最低年５日以上を基本とする夏季休暇を制度化すること。

（４）リフレッシュ休暇制度、有給教育休暇、ボランティア休暇及び骨髄バンク提供職員に対する特別休暇を新設するとともに既存の特別休暇・病気休暇について日数拡大をはかること。

　特に病気休暇の見直しにあたっては、自治体職員の実態を考慮した内容とすること。

（５）健康障害休暇等の新設を行うこと。

（６）両立支援のための休暇等を次のとおり新設・充実すること。

①　育児休業を５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象を制度化）で制度化すること。

②　育児休暇（時間）は最低120分とするとともに、男性への適用拡大をはかること。

③　介護休暇を４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化すること。

④　育児のための短時間勤務制度について

ア）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。

イ）後補充職員は原則正規職員とすること。
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５．女性労働者の労働条件の改善について
（１）労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。

①　産前産後休暇を、産前８週間（多胎14週間）、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。

②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。また、妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化をはかること。

③　妊娠障害休暇を最低14日とし制度化すること。

④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。

⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度と確実なものとすること。

⑥　労働基準法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備をはかること。

（２）「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」を策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善にむけた計画の策定を行うこと。

６．組織・機構・定数等について
（１）欠員補充・定数拡大・直営堅持

①　財源難等の理由による新規採用の中止、欠員不補充、定数削減等は行わないこと。

②　事務・事業(仕事量)の拡大に見合う、必要な人員を確保すること。特に、ホームヘルパー等介護職員、看護師等看護職員の確保と大幅増員をはかること。

③　任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とするともに、具体的な採用の必要性が生じた段階において条例化を行うこと。また、部内の人材活用および育成を基本として、それにより賄うことが著しく困難な職種について適用すること。

④　自治体の障害者雇用については、98年７月に改正された法定雇用率の達成と自治体独自雇用率の設置をはかること。

⑤　業務の民間委託化、一部事務組合化等、住民サービスの低下や、住民自治の否定につながる合理化は行わないこと。また、現行委託業務等は、直営化すること。

⑥　地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。

⑦　公共施設等の管理については、直営を堅持すること。やむを得ず指定管理者制度を検討する場合は、十分な労使協議と合意に基づくこと。また、現行の管理委託制度からの切り替えについても、拙速な切り替えを行わず労使協議を行い、最低限、現在の委託先への切り替えを行うこと。

（２）高齢者再任用制度及び定年延長関係

①　高齢者再任用制度を早期に条例化し、その内容は、国の制度を下回らないこと。制度実施、運用は労使合意を原則とすること。

②　高齢者再任用制度導入にあたっては、在職中の臨時・嘱託等職員の雇用不安につながらないようにすること。
③　定年延長に向けて、年末までに人事院が意見の申出を行う予定であり、60歳以降の給与水準や役職定年制などの制度設計にあたっては、単組と十分に協議すること。

（３）分限・派遣等

①　自動失職の特例を定める「分限条例」を制定すること。また、特例に見合う内容を協約化していても速やかに条例化すること。
②　公益法人等への職員の派遣については、本人の同意を厳守するとともに本人の不利益とならない内容で条例化すること。
７．自治体財政の見通しについて

（１）自治体財政の悪化により、職員の賃金削減や住民サービスの悪影響が懸念されることから、一般会計、公営企業会計、第３セクターなどを含む2009年度決算状況、財政指標（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）の内容について説明すること。

（２）早期健全化団体に該当して原因を明らかにし、安易な賃金合理化で財政を建て直す計画内容にしないこと。

（３）財政健全化計画書（案）については、事前に労使協議を行い、議会に提出すること。

　※（２）（３）は早期健全化団体に指定される自治体単組のみ。
